
貸 借 対 照 表
2026年３月31日 現在

（単位：千円）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

【 流 動 資 産 】 【 6,908,702 】 【 流 動 負 債 】 【 1,862,295 】

現 金 及 び 預 金 346,826 買 掛 金 635,180

電 子 記 録 債 権 10,604 未 払 金 379,415

売 掛 金 1,996,480 未 払 費 用 414,946

商 品 1,069,271 未 払 法 人 税 等 313,187

貯 蔵 品 16,320 未 払 消 費 税 39,092

前 渡 金 451,771 未 払 事 業 所 税 4,160

前 払 費 用 32,971 契 約 負 債 17,752

前 払 金 13,393 預 り 金 10,925

短 期 貸 付 金 2,702,009 役 員 賞 与 引 当 金 29,692

未 収 入 金 85,781 株 式 報 酬 引 当 金 3,093

立 替 金 101,539 株 式 給 付 引 当 金 14,849

為 替 予 約 82,187

貸 倒 引 当 金 △453 【 固 定 負 債 】 【 122,035 】

預 り 保 証 金 5,000

【 固 定 資 産 】 【 1,477,880 】 退 職 給 付 引 当 金 93,363

（ 有 形 固 定 資 産 ） （ 903,794 ） 資 産 除 去 債 務 23,672

建 物 95,237

機 械 装 置 261,344 負 債 合 計 1,984,331

工 具 器 具 備 品 57,349 純　　資　　産　　の　　部

型 311,230 【 株 主 資 本 】 【 6,345,953 】

土 地 97,620 （ 資 本 金 ） （ 10,000 ）

建 設 仮 勘 定 81,012 （ 資 本 剰 余 金 ） （ 910,000 ）

（ 無 形 固 定 資 産 ） （ 17,261 ） そ の 他 資 本 剰 余 金 910,000

電 話 加 入 権 2,223 （ 利 益 剰 余 金 ） （ 5,425,953 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 15,037 利 益 準 備 金 12,090

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） （ 556,825 ） そ の 他 利 益 剰 余 金 5,413,863

投 資 有 価 証 券 6,700 別 途 積 立 金 400,000

出 資 金 24,610 繰 越 利 益 剰 余 金 5,013,863

繰 延 税 金 資 産 194,334

差 入 保 証 金 112,689 【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】 【 56,298 】

長 期 前 払 費 用 218,491 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 56,298

純 資 産 合 計 6,402,252

資 産 合 計 8,386,583 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,386,583

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科 目 金 額 科 目 金 額



個 別 注 記 表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券（時価のないもの）

　移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　商品 ・・・・ 総平均法による原価法

　貯蔵品 ・・・ 最終仕入原価法

貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 ・・・・・・・ 10年～18年

　機械装置 ・・・・・ ９年～10年

　工具器具備品 ・・・ ４年～20年

　型 ・・・・・・・・・・・ ２年

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　ソフトウェア（自社利用分） ・・・ ５年

　ソフトウェア（販売目的分） ・・・ ３年

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 役員賞与引当金

　役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 株式報酬引当金

　取締役に対する株式報酬の支出に備えて、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(4) 株式給付引当金

　従業員への当社グループ株式の給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき計上しております。

(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　なお、当事業年度末における年金資産の見込額が退職給付債務の見込額を超過している場合は、前払年金費用

として貸借対照表に計上しております。

また、数理計算上の差異については、発生の翌年度より14年（各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内）で均等償却しております。

４．収益の計上基準

　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　時価法によっております。

(2) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を行なっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段 ・・・ 為替予約

　ヘッジ対象 ・・・ 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

　事業活動及び財務活動に伴う為替変動によるリスクを低減させることを目的としております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計と

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債ま

たは予定取引に関する重要な条件が同一である場合には、有効性が100％であることが明らかであるため、有

効性の判定は省略しております。

(3) グループ通算制度の適用

　株式会社バンダイナムコホールディングスを通算親法人としたグループ通算制度を適用しております。

(4) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021

年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を

行っております。

Ⅱ．当期純利益金額

1,093,798千円

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。


